
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































導入年 1991年 1992年 1993年
個人所得税
   ― 稼得所得 31-51％（1） 28-41.7％（1） 25-56％（1）
       ブラケット数 ３ ３ ６








法人所得税 30％ 28％ 25％
二重課税の調整
    ― 配当 Annel控除 インピュテーション方式 インピュテーション方式
    ― 内部留保 SURV制度 RISK方式 調整なし
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３　OECD（2010）, pp.35-36を参照。Eggert & Genser 







て は、 た と え ば Nielsen & Sørensen （1997）, 
Sørensen （1998, 2005）, Boadway （2004, 
2010）, Genser （2006）, Çelikkaya （2010）, 馬
場 （2000, 2006, 2008）, 関 口 （2008）, 鈴 木 
（2008, 2014）, 鶴田 （2012）などがある。
５　Marklund & Nordlund（1999）, pp.20-21. 
６　OECD （1998）, p.17.
７　OECD （1998）, p.19.
８　OECD （1989）, p.10, およびOECD（1991）, p.25
を参照。
















































進したといわれる。Government Institute for 


















することができる。Government Institute for 
Economic Research （1995）, pp.21-22を参照。
27　Andersson et. al. （1998）, 訳書98-99頁を参照。
28　Statistics Finland と National Board of Taxes 
をもとに算出された法人の平均実効税率は、
1989年から1990年にかけて約３割上昇した










































































































54　Tikka （1993）, p.98、Andersson et. al. （1998） 
訳書, 107頁を参照。























58　HE （1992）, p.22, Tikka （1993）, p.103を参照。





































































会 経 済 的 問 題 に つ い て は、Kautto（1999）, 
Riihelä et. al.（2010）, Petersen et.al. （2017）, 
横山（2019）などを参照。
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